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（2017年3月末現在）

【凡　例】
： デジタルATC整備区間

： ATC・ATS-P整備区間

： ATACS整備区間

： ATS-Ps整備区間

： ATS-P整備駅

： ATS-Ps整備駅

： ATS-P整備予定駅
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ATS・ATCの整備状況
　列車衝突事故を防止するため、在来線にはATS（自動列車停止装置）や
ATC（自動列車制御装置）を、新幹線にはATCを全線に整備しています。

■保安装置

列車衝突事故等の対策

安全性向上の取組み

整備対象 2016年度末時点整備状況

ATS－P型 首都圏の列車本数の多い線区を中心 2,405.8kmの線区等と拠点となる5駅への整備を完了

ATS－Ps型 首都圏以外の主要線区、地方都市圏 210.8kmの線区等と拠点となる72駅の整備を完了

［ ATS－P型、ATS－Ps型の整備計画 ］

区分 整備対象 整備完了

曲線 934ヵ所 2009年度 完了

分岐器 465駅 2015年度 完了

線路終端部 38駅 2015年度 完了

下りこう配 707ヵ所 2011年度 完了

［ ATSの整備状況（省令で期限を定められた箇所） ］　2006年7月の「鉄道に関する技術上の
基準を定める省令」の改正により10年以
内に整備することが義務付けられた、曲
線、分岐器、線路終端部、下りこう配への
ATSの整備については、2015年度末まで
に整備を完了しました。
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ATS（自動列車停止装置）
　ATSとは「Automatic Train Stop」の略で、列車が停止信号

（赤信号など）の信号機の手前で停車できるよう、自動的にブ
レーキを動作させる装置です。現在は、より高度な機能を持っ
たATS−P型やATS−Ps型の整備を進めています。
　ATS−P型やATS−Ps型は、地上装置からの情報に基づいて、
車上装置が「停止信号までの距離に応じた許容速度（パターン
速度）」を算出し、列車速度がこれを超えた場合に自動的にブ
レーキを動作させます。また、曲線や分岐器などにおける速度
制限にも対応しています。

地上子（車両に停止信号までの距離を伝送）

パターン速度 パターン速度を超えると
自動的にブレーキが動作

停止信号の
手前に停止通常は運転士のブレーキ操作

により停止信号の手前に停止

進行方向

［ ATS－P型の動作概要 ］

ATC（自動列車制御装置）
　ATCとは「Automatic Train Control」の略で、地上装置か
ら列車に対してレールを通じて連続的に制御信号を送信し、信
号が運転台に表示されるとともに、自動的にブレーキが制御さ
れる装置です。
　各新幹線と山手線、京浜東北線、根岸線では、先行列車の位
置などの情報を送信し、車上装置でパターン速度に基づいた
制御を行う「デジタルATC」への更新を行いました。デジタル
ATCの導入により、安全性向上のほか、乗り心地の改善や運転
間隔の短縮、設備の簡素化を図っています。

一段ブレーキにより乗り心地が向上し
時間のロスが少ない

先行列車の位置により決まる停まるべき位置の情報を送信

パターン速度

列車速度

先行列車
進行方向

列車速度とパターン速度
を比較してブレーキ動作

［ デジタルATC ］

［ ATACS ］

車内信号機

列車間隔に応じて速度照査パターンを作成し、
列車の速度を低下または停止させる

速度照査パターン 列車位置

停止位置
（進行してよい限界）

間隔制御

A
T
A
C
S

ATACS
　ATACSとは無線による列車制御システム「Advanced 
Train Administration and Communications System」の
略で、軌道回路による列車位置検知ではなく、走行する列車自
らが在線する位置を検知し、その情報を無線を使って車上・地
上間で通信することにより列車を制御する全く新しいシステム
です。仙石線あおば通〜東塩釜間において、2011年10月に使
用を開始し、2017年秋には埼京線池袋〜大宮間に導入する予
定です。
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■その他の取組み
在来線デジタル列車無線システム
　「在来線デジタル列車無線システム」は、首都圏各線区への導入を2010年7月に完了しました。現在、地方圏の各線区
へ導入を拡大しています。
　従来のアナログ方式に比べ、デジタル化により音声通話品質が向上し、指令・乗務員間の通話がより明確になるほか、
首都圏各線区に導入した在来線デジタル列車無線システムは、多様なデータ通信が可能となり、トラブル発生時のお客
さまへの情報提供や、乗務員への迅速かつ確実な通告などを行えるようになりました。

（2017年3月末現在）

【凡　例】 □列車無線未整備線区
　只見線、津軽線、花輪線、久留里線： 使用開始済み

： 施工中

： 首都圏デジタル列車無線

： 列車無線未整備線区
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使用開始実績　1,040km
今後整備予定　3,443km

［ 在来線列車無線更新（デジタル化） ］
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衝突防止支援無線システム
　2014年2月に京浜東北線川崎駅構内で発生した列車脱線事故を受け、作業中の緊急時における列車停止手配を補助
するために「衝突防止支援無線システム」を導入しています。

　衝突防止支援無線システムは、異常が発生し列車等を急遽止めな
ければならない時に、専用の無線機端末を操作すると緊急事態の発
生を付近の列車等に知らせるものです。すべての在来線列車等が対
応しており、これが届いた運転士はいち早く列車等を止めます。
　なお、無線使用状況および通信状況等により確実に列車等へ届か
ない事もあるため、「衝突防止支援無線システム」は列車防護の補助
手段として使用しています。

列車接近警報装置
　線路内で作業する作業員に“列車の接近”を伝
達する警報装置を導入しています。軌道回路※が
整備されている線区には、軌道回路で列車接近
を検知する“TC型無線式列車接近警報装置”を
導入しています。軌道回路が整備されていない
区間においては、列車と作業員の位置をGPS等
で把握し、列車の位置を作業員へ伝える“GPS列
車接近警報装置”を開発しました。2016年4月よ
り飯山線と八高線で運用を開始しています。
※軌道回路　ある区間のレールを電気回路の一部に用い、その区間内に
ある列車や車両の車軸でレール間を短絡することにより、その存在を検知するもの。

※同時に列車防護措置も実施

①専用の無線機を扱い
　緊急事態であることを
　送信

②緊急事態を確認した
　乗務員はブレーキを
　操作

異常発生

［ GPS列車接近警報装置 ］

二重安全措置
　線路の工事や保守点検を行う際には、他の列
車を入れない措置（線路の閉鎖）を行います。し
かしながら、ヒューマンエラーによる取扱い誤り
が発生すると、工事や保守点検を行っている作
業区間に列車が入ってしまう恐れがあります。そ
こで、線路の閉鎖の手続きに加え、作業区間に
軌道短絡器を設置することで、信号機に停止信
号を現示させるなど、列車が作業区間へ進入す
ることをできる限り防ぐ措置を取っています。こ
れを「二重安全措置」といいます。

軌道短絡器

［ 二重安全措置 ］
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　過去に発生した地震を教訓とし、
・ 構造物が壊れないようにする（耐震補強対策）
・ 走行している列車を早く止める（列車緊急停止対策）
・ 脱線後の被害を最小限にする（列車の線路からの逸脱防止対策）
の3点について地震対策を進めてきました。

耐震補強対策
　東日本大震災以降進めている耐震補強対策は、2012年度に工事着手し、従前から取り組んできた高架橋柱、橋脚、駅
舎の耐震補強に加え、盛土や駅天井等の耐震補強工事を進め、2017年3月時点で計画していた対策数に対して約8割が
完了しました。
　今後、残り２割の計画に対して工事を進めるとともに、発生する可能性が指摘されている首都直下地震や活断層を起因
とする地震への対応として、更なる耐震補強対策に取り組んでいきます。

■地震対策

東日本大震災以降進めている対策数
うち2017年3月末時対策済数／計画数 完了率

高架橋柱
新幹線 約8,630本 ／ 約8,640本

※2017年6月末完了 99%

在来線 約5,520本 ／ 約6,600本 84%
合計 約14,150本 ／ 約15,240本 93%

橋脚
新幹線 約600基 ／ 約680基 88%
在来線 約1,330基 ／ 約1,910基 70%
合計 約1,930基 ／ 約2,590基 75%

盛土
御茶ノ水付近（河川側盛土） 約1.2㎞ ／ 約1.2㎞ 完了
高さ8m以上の区間 約8㎞ ／ 約8㎞ 完了
高さ6～8mの区間 約8.9㎞ ／ 約11㎞ 81%

橋りょう前後の盛土 脱線防止ガード 約74㎞ ／ 約74㎞ 完了
駅舎 約50棟 ／ 約85棟 59%
駅・ホームの天井 約330駅 ／ 約560駅 59%
駅・ホームの壁 55駅 ／ 56駅 98%

        ○％  80%以上のもの　　 完了  完了したもの

自然災害に対する備え

盛土耐震補強

［ 東日本大震災以降進めている耐震補強対策の進捗と施工状況 ］

　私は、主に赤羽や東京、有楽町駅周辺の高架橋柱の耐震補強工事を
担当し、工事の安全・品質・工程管理業務を行っています。工事にあたっ
ては、高架橋下の店舗等に繰り返しお伺いし、粘り強く工事の必要性を
お伝えしてご理解をいただくとともに、関係各所と綿密な打ち合わせを
行った上で、狭あい区間において周辺環境に配慮しながら工事を推進しています。
　私は、盛岡支社在籍時に東日本大震災を経験し、耐震補強工事の重要性を身を持って感じたこともあり、お客
さまの命を守る仕事に誇りと使命感を持ち「1日でも早く1本でも多く」を合言葉に工事にまい進しています。
　引き続き、 「災害に強い鉄道づくり」に向けて、耐震補強工事を迅速に推進するとともに、さらなる耐震補強対
策にも取り組んでいきます。

東京支社　東京耐震補強工事区　施設技術主務　齋藤 功至

「災害に強い鉄道づくり」にまい進
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列車の線路からの逸脱防止対策
　2004年10月に発生した新潟県中越地震では、走行中の上越新幹線の列車が脱線しました。幸い、お客さまや乗務員に
怪我はありませんでしたが、この地震の教訓を活かし、新幹線の車両や軌道等への対策を進めています。新幹線の車両側
では、台車に逸脱防止ガイドを設置し、脱線した場合にレールによりガイドさせることにより、車両が大きく逸脱しない対策
を行いました。地上側では、脱線した場合に車輪等がレールの継目部に当たるときの衝撃を低減させるよう継目板の形状
を改良しました。また、レールを締結する金具が破損したときにもレールによるガイド機能を維持するために、レール転倒
防止を設置することでレール転倒や横方向のずれを防止する対策を進めています。

改良前の接着絶縁継目 改良後の接着絶縁継目 レール転倒防止装置

車軸中心

逸脱防止ガイド

逸脱防止ガイド

逸脱防止ガイド

列車緊急停止対策
　新幹線では、沿線と海岸に地震の初期微動（P波）を検知することができる地震計を設置し、いち早く列車を自動的に停
止させる「新幹線早期地震検知システム」を導入しています。また、非常ブレーキの動作に要する時間を1秒程度短縮して
います。首都圏直下地震および内陸部の地震に備えて、地震計を30ヵ所に新たに設置し、2012年10月からは気象庁の
緊急地震速報も活用しています。
　在来線では、この新幹線のシステムの地震情報と、気象庁の緊急地震速報をそれぞれ活用して、大規模な地震が発生し
たときに必要な区間の列車を緊急停止させる「在来線早期地震警報システム」を導入しました。
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総合防災訓練
　ＪＲ東日本では、地震発生を想定した総合防災訓練を毎年9月1日を含む防災週間を中心に実施しています。
訓練では、
・	本社および各支社等における対策本部運営訓練
・	各地区における実働訓練（救助救命訓練、避難誘導訓練、初期消火訓練等）
・	社員およびその家族の安否確認訓練
・	災害ヘリによる被害状況確認訓練
を中心として、本社、支社、現業機関が連携して実施しています。
　また、自治体等と連携した訓練も実施しています。

総合防災訓練 自治体等と連携した訓練 災害ヘリによる確認訓練
（朝日航洋株式会社提供）

救助・救命

　首都直下地震により負傷者が多数発生した場合は、消防等もすぐに対応することができず、限られた社員で負
傷者の救助・救命を行わなければならないことが想定されます。大地震が発生した場合は負傷者の救助・救命を
最優先と考え、必要な物品の整備および必要な技能を習得するための訓練を実施しています。

負傷者を救出するための
救助品の配備

負傷者に対する
応急救護品の配備

　壁や什器等が倒壊し、挟
まれた負傷者を救出する
ために、救助品（バール、
ジャッキ等）を首都圏５支社
の各駅に配備しています。

　負傷者に対して、出血、
骨折等の外傷手当が行え
るように、東京30km圏内
の各駅に応急救護品（三
角巾等）を配備しています。

救助品 応急救護品

救助・救命訓練

コラム
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　東日本大震災発生以前より、箇所ごとに津波の危険な区域および運転規制の方法を定め、マニュアルの作成・勉強会の
実施や降車誘導訓練を行ってきました。こうした取組みが、津波において迅速な避難誘導につながりました。

■津波対策

津波対応マニュアル 駅に掲示した避難看板 降車誘導訓練

「津波避難行動心得」の制定
　津波到達まで時間的に余裕が無い場合において、避難を実施するにあたり、社員一人ひとりが取るべき行動指針を「津
波避難行動心得」として2012年1月に定めました。

津波避難ナビシステム
　列車運行中の乗務員が、土地に不慣れな場所で乗客の避難誘導を実施する際、所持して
いるタブレット端末を使用して誘導を補助する「津波避難ナビシステム」を開発しました。

■「津波避難行動心得」
一　大地震が発生した場合は津波を想起し、自ら情報を取り、他と連絡がとれなければ自ら避難の判断をする。
　　（避難した結果、津波が来なかったということになっても構わない。）
二　避難を決めたら、お客さまの状況等を見極めたうえで、速やかな避難誘導を行う。
三　降車・避難・情報収集にあたっては、お客さま・地域の方々に協力を求める。
四　避難したあとも、「ここなら大丈夫だろう」と油断せず、より高所へ逃げる。
五　自らもお客さまと共に避難し、津波警報が解除されるまで現地・現車に戻らない。

津波避難ナビシステム

避難看板と避難経路の整備および津波を想定した訓練の実施
　津波被害を受け運転再開をした八戸線等で、津波の避難看板・避難経路の整備を行い
ました。
　また、２０１６年度においても、各箇所で津波到達まで時間的余裕が無いという状況を想
定した降車訓練、避難誘導訓練等を実施しました。今後も、毎年訓練を継続して実施して
いきます。

津波避難看板（八戸線） 避難経路（八戸線） 津波を想定した降車訓練
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降雨防災対策
　降雨による土砂崩壊災害から線路を守るために、全線区において計画的に沿線斜面などの防災対策を行っています。
その中でも首都圏エリア、および各新幹線ルートについては、集中的な対策を行い、安全・安定輸送を確保していきます。

［ 対策工事の施工状況 ］

■降雨に関する取組み

降雨による運転規制
　大雨の際には、列車の速度を制限したり、運転を見合わせる等の「運転規制」を行うことで列車運行の安全を確保してい
ます。2008年6月より、降雨による土砂災害と関連性が高い「実効雨量」を導入しました。「実効雨量」とは、降った雨が時
間の経過とともに浸透・流出することで変化する土中の水分に相当する量であり、この指標を用いることで、より的確に土
砂災害の発生を事前に判断することができるため、列車運転の安全性や安定性が向上しています。

雨量計により
観測

降 雨

地表に降っ
た雨による
土中の水分
への影響

表面水として
流出

半減時間

時間と
ともに減少

（時間）

50％

100％

土中の水分

地下水として流出

浸透

［ 「実効雨量」の概念 ］

切取のり面工（吹付枠工） 自然斜面防護工（吹付枠工）盛土のり面工（吹付枠工）
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羽越本線列車脱線事故
　2005年12月25日の羽越本線砂越～北余目間の第2最上川橋りょう付近における羽越本線列車脱線事故に
より、5名のお客さまがお亡くなりになり、31名のお客さまが怪我をされました。

　事故発生以降の風に関する主な取組みについては、以下のとおりです。

全線における「早め規制」
　在来線において風による運転規制を行っているすべての箇所について、羽越本線の運転を再開した2006年1月19日
以降、下表のように運転規制の見直しを行いました。

　なお、防風柵設置箇所等においては、従前の「一般規制」としています。

■風に関する取組み

脱線事故の様子

規　制　方　法
風　速　値

これまで（一般規制） 見直し（早め規制）

速度規制（25km/h以下） 25m/s～30m/s 20m/s～25m/s

運　転　中　止 30m/s以上 25m/s以上

防風柵の設置
　⾞両に作⽤する風の⼒を低減する防風柵を、1991年から、27ヵ所に設置しています。（2017年3月末現在）

京葉線　潮⾒〜新⽊場間羽越本線　砂越～北余目間
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防災研究所の設置
　2006年2月、当社の研究開発機関である「JR東日本研究開発センター」内に「防災研究所」を設立し、気象・地象現象に
ついてさまざまな研究開発を行っています。

強風警報システムの導入拡大
　2005年8月から京葉線で使用している強風警報システムを、事故発生箇所の羽越本線砂越～北余目間を含めて、在来
線で風規制を行っている全箇所（296ヵ所）（2017年3月末現在）に導入しました。強風警報システムは、一般的な強風に対
して風速計の実際の風速に加えて、予測最大風速が規制値を超えた場合にも速度規制や運転中止を行う列車運転規制
のシステムです。 

気象情報の活用による運転規制方法の試行
　突風は、風速計などの従来の観測機器では捉えることが難
しい気象現象と言われています。そこで、気象庁の気象レー
ダーが観測した雨の強さや竜巻発生確度ナウキャストなどの
気象情報を用いて、発達した積乱雲を抽出することにより、突
風の発生を予測し、運転規制を行う方法を開発しました。現
在、羽越本線（新津～羽後本荘間）を含む日本海側計6線区の
一部区間において、毎年11月～翌年3月に試行しています。

ドップラーレーダーによる観測手法の研究
　「ドップラーレーダー」の突風に対する列車運転規制への応用の可能性について研究しています。ドップラーレーダーと
は、上空の風の分布を面的に把握できる観測装置であり、突風に伴う上空の渦を検知して、その渦の予測進路上の駅間に
警報を発するシステムの開発を、気象庁気象研究所と共同で進めてきました。2016年度には、突風の発生域である海に
近い山形県庄内平野の丘の上に、より高性能なドップラーレーダーを設置して観測を開始しました。引き続き、実用化を
めざして研究を進めていきます。

［ 気象情報の活用による運転規制範囲の表示イメージ ］

抽出した積乱雲【赤】

今後の移動範囲を予測
警戒エリア【黄】

アンテナ 突風監視のイメージドップラーレーダー

車両が風から受ける力をより適正に評価し運転規制を行う手法の導入
　車両に作用する風の力は常に変動しており、その力を適正に評価して、より的確な運転規制を行い安全性を高めるため
の手法として、
・風速計による、より適切な風観測の⽅法
・線路の状況や⾞体形状等を加味した風に対する⾞両の耐⼒の計算⽅法
について、社外有識者からのご意⾒を取り⼊れつつ、研究を進めています。
　この新たな手法は、2011年12月から羽越本線などで活用しています。
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　ホームでのお客さまの転落、列車との接触などの事故防止対策として、ホームドアの導入に取り組んでいます。山手線に
ついては、2010年より全駅へのホームドア導入を進めてきており、全30駅（品川新駅（仮称）含む）のうち、改良予定駅を除
き24駅の整備が完了しました。山手線以外では、京浜東北・根岸線の大宮～桜木町間の全37駅への導入を進めるほか、総
武快速線新小岩駅や、新国立競技場の最寄駅である中央緩行線千駄ヶ谷・信濃町駅において設置工事に着手します。
　また、列車非常停止警報装置等の設備の整備や、ホーム内側部分に線状突起を設けてホームの内外が分かるようにし
た内方線付き点状ブロックの整備も進めています。
　さらに、鉄道をご利用いただくお客さまに対して、事故防止にご協力いただけるように、「プラットホーム事故０（ゼロ）運
動」などを実施しています。

CP（Color Psychology)
ライン

ホーム端部を赤またはオレン
ジ色に着色することにより、お
客さまに注意を喚起すると
ともに、駅社員や車掌の視認
性を向上することを目的とし、
15駅（2016年度末時点）に
試行的に導入しています。

内方線付点状ブロック

ホーム内側部分に線状突起
を設けてホームの内外が分か
るようにしています。

転落検知マット

ホーム下に設置したマットで転落
者を検知し、列車に停止を指示し
ます。

ホームドア

ドア部分にガラス戸を設けるなど、乗降時の視認性も向
上しています。

列車非常停止警報装置

ホーム柱などに設置してある
「非常停止ボタン」を扱うこと
により、運転士・車掌・駅社員
に危険を知らせます。

ホームにおける安全対策

駅ホーム・コンコース用ITV

駅のホームやコンコースにカメラを設置し、ホームにおける安全性向
上や駅構内のセキュリティ強化を図っています。また、一部の駅に、よ
り鮮明な映像が映る高解像度ＩＴＶを設置しています。

従来のITV 高解像度ITV
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　踏切における安全対策として、地域の皆さまのご協力をいただきながら、踏切の立体交差化や整理統廃合など踏切廃
止に向けた取組みを進めています。
　また、「障害物検知装置」や「踏切支障報知装置」などの安全設備の整備をさらに進めていくとともに、踏切を見やすくす
る対策として「オーバーハング型警報機」などの設置を進めています。
　加えて、2016年4月に改正された踏切道改良促進法に基づき、改良すべき踏切道に指定された箇所について、立体交
差化や拡幅だけではなく、必要に応じて当面の対策（カラー舗装）や踏切道の周辺対策（跨線人道橋整備）等、地域の実情
にあわせた改良を行っていきます。
　さらに、踏切を通行する歩行者やドライバーに対して事故防止にご協力いただけるように、「踏切事故０（ゼロ）運動」の
キャンペーンを展開しています。

踏切数の推移（年度初）

8,000
（箇所）

6,000

4,000

0

8,358

6,860

1種：警報機・遮断機あり

'87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '14 '15 '16 '17
（年度）

'13

3種：警報機のみあり4種：警報機・遮断機なし

戸挟み検知機能
お客さまの体や荷物が扉に挟まった
場合、これを検知して扉が閉まる力
を弱める機能を209系以降の車両に
導入しています。また、戸先ゴムの床
から30cmまでの部分は硬めのゴム
を使用しており、ベビーカーなどが挟
まった場合にも検知しやすい構造とし
ています。

　従来のホームドアより開口部が広く、低コストでかつ工期短縮可能なスマートホームドア®を、横浜線町田駅に試行導入
しています。

新たな形式のホームドアの試行導入について

踏切事故防止対策

スマートホームドア®
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踏切支障報知装置

踏切支障報知装置の視認性向上と表記の統一

　踏切内に閉じ込められた場合等にドライバーや通行者が取扱うことで列車に危険を知らせるための装置です。

　踏切内の異常を認めた際に、直ちに踏切非常ボタンを押していただくこ
とを目的に、すべての踏切非常ボタンの表面パネルの改良を進めていま
す。高輝度反射材を使用して見やすくするとともに、ふりがな・英字表記、
案内用図記号を入れて、お子さまや外国の方にも押しやすくしています。

踏切支障報知装置'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16

4,500
（箇所）

3,8684,000

3,500

0

（年度）

4,597

３次元レーザレーダ方式
（大型支障物検知装置）

障害物検知装置
　踏切内に自動車などが立ち往生した場合に、これを検知して列車に危険を知らせるため
の装置です。

'87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16
（年度）

3,000
（箇所）

2,803

2,000

1,000

0

235 　レーザ光により計測された３
次元データをもとに、監視エリ
ア内の障害物を検知。

踏切廃止に向けた取組み

［ 立体交差化などによる踏切の廃止数（第三セクター化を除く） ］

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

廃止数 22 11 24 12 37 17 37

現行 改良イメージ
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　警報機が設置されていない第4種踏切道については、地域の皆さまのご協力をいただきながら、踏切道の廃止や1種
化を実施しています。また、踏切事故防止対策として「ソーラー型注意喚起板」の設置や、踏切通行者に列車の接近を知ら
せるための気笛吹鳴標識を設置しています。

歩行者や自動車のドライバーから、踏切を見やすくする対策を実施しています。

第４種踏切障害事故防止対策

踏切を見やすくする対策

より通行しやすい踏切 降雪地帯の取組み

道路管理者と協議を行い踏切を拡幅し歩行者と
自動車等の分離を推進。

第4種踏切道

降雪地帯で交通量が多い踏切等に対してロード
ヒーティング等を整備。

［ オーバーハング型警報機 ］

警報機を道路の上方に設置。

［ 全方位型警報灯 ］

全方位から警報灯を視認可能。
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　社員の安全意識・技術を高めるため、当社では「JR東日本総合研修センター」（福島県白河市）、「総合訓練センター」「技
能教習所」（各支社）および各職場におけるOJT（職場内訓練）による教育・訓練を行っています。
　「JR東日本総合研修センター」では、人材開発、知識・技術力向上のための集合研修のほか、乗務員の新規養成教育等を
行っています。
　各支社に設置された「総合訓練センター」「技能教習所」では、事故予防型シミュレータなどを活用した乗務員のスキル
アップおよび実物を使用した実践的な訓練を定期的に行っています。また、各職場の作業内容にあわせたOJT（職場内訓
練）を行っています。

■安全に関する教育・訓練

JR東日本総合研修センター 訓練線を使用した列車防護訓練

安全を担う人材の育成

　私は、総合研修センターの講師として、日々人材育成に取り組んでいま
す。乗務員養成では、業務知識に加えて「基本動作の重要性」や「なぜ基本
動作を実行するのか」等を研修生に教えなければなりませんが、教育・指
導にあたっては、私自身の乗務員や輸送指令員の経験談を通じてイメー
ジを膨らませる工夫を行っています。また、事故を想定した訓練では「訓練のための訓練」ではなく、「本番を想定し
た訓練」を行い、社員が自ら考え行動できるよう指導しています。
　今後も、過去に発生した重大事故の風化防止に努め、二度と事故を繰り返さないために、「命の重み」や「安全の
ルール」、「危険と思ったら列車を止める」こと等を伝え、安全に対する感性の高い人材を育成していきます。

株式会社ＪＲ東日本パーソネルサービス　主席　笠野 浩毅

未来を担う社員の育成に向けて
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　教育・訓練をレベルアップするために、各支社の「総合訓練センター」や「技能教習所」に実際の機器・装置のカットモデル
を導入することで、教育訓練設備の充実を図っています。また、すべての乗務員区所に訓練用シミュレータの配備を進め
ています。

　安全に関する教育・訓練は、次の方針に基づいて実施しています。
①	机上の教育や現場でのOJT等の基礎教育では、手順だけでなく、仕事の趣旨・目的、根拠、経緯、構造、動作原理の理解

など、社員が考えながら「本質」を学ぶ教育を重視する。
②	対応力向上等を目的とした訓練では、実際にものに触れ試してみる、現実場面にできるだけ近い状況を再現し体現でき

る、失敗を経験するなど、実践的かつ体験を重視した訓練を盛り込む。
③	事故の恐ろしさを体感する、最悪の場面を想定する等の取組みを進めるとともに、心に安全の大切さを刻む取組みを

深度化する。

　より質の高い仕事を行うためには、普段行っている業務での取扱いは「どのような目的があるか」、また、ルールは「どの
ような経緯でつくられたのか」など、「仕事の本質」を理解し意識しながら行動することが必要です。
　そこで教育・訓練では、マニュアルに代表される「手順」だけではなく、「何のために行うのか」や、対象となるものについ
ての「構造」や「動作原理」の体系・しくみ等の「本質」を理解できるような、実践的な取組みを推進しています。

　鉄道の安全確保のためのルールや設備の多くは、過去の痛ましい事故の経験や反省に基づいてでき上がったもので
す。過去の事故を忘れることなく、尊い犠牲のうえに得られた貴重な教訓として大切に引き継ぎ、安全に対する基本姿勢
である「事故から学ぶ」ことを目的として、JR東日本総合研修センター内に、「事故の歴史展示館」を設置しています。また、
事故車両や被災した車両等の現物を展示し、安全の尊さを学ぶことができる施設として活用しています。
　さらに会社発足30年にあたり、改めて過去の事故を忘れることなく大切に引き継ぎ、「事故から学ぶ・感じる」ことを目的
に「事故の歴史展示館」のリニューアルを進めています。

■教育・訓練設備の整備

■本質を理解するための教育・訓練

■事故の歴史展示館

車両機器のカットモデル 乗務員訓練用シミュレータ 技能教習所の線路設備

事故の歴史展示館（車両保存館）事故の歴史展示館
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　急速な世代交代を迎え、安全の核となる社員の育成が重要であることから、さまざまな取組みを推進しています。

安全指導のキーマン

安全のプロ

安全の語り部（経験の伝承者）

　各現業機関等には、“熟知”“指導”“後継者づくり”の３条件を備えた「安全指導の
キーマン」を配置しています。安全指導のキーマンは自職場の安全上の弱点、安全
上のルール、過去の事故例などを熟知したうえで、職場での指導を定期的に実施
し、現業機関の安全のレベルアップを進めています。

　長く積み重ねた鉄道の経験を持ち、安全上のルールや、過
去の事故等についても内容から対策までを十分に知り、指導
もできる人材として、各支社・工事事務所等に「安全のプロ」
を配置しています。
　安全のプロは経験・知識を活かし、事故発生時の対応や部
門間の横断的な問題解決などを進め、安全のレベルアップを
図っています。

　当社では今、現場第一線を含め社員の世代交代が急速に進ん
でおり、安全に関する知識・指導力・技術力を持ちあわせた後継者
をしっかり育てていく必要があります。
　そこで、国鉄時代から各専門分野において事故防止を担い活躍
した、安全についての知識が豊富で応用力のあるOBを「安全の
語り部（経験の伝承者）」として任命しています。

■安全を担う人づくり

安全指導のキーマン会議

安全のプロ　認定式

安全についての知識が豊富で応用力のあるＯＢを「安全の語り部
（経験の伝承者）」に任命
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　「守る安全」から「チャレンジする安全」への転換
と、「社員一人ひとりが安全について考え、自律的に
行動する」ことをめざし、「チャレンジ・セイフティ運動

（CS運動）」に取り組んでいます。社員一人ひとりが
安全上の課題を発掘し、解決する取組みを展開し、支
社や本社がこれをサポートすることで、積極的に安全
に挑戦していく風土づくりを進めています。

チャレンジ・セイフティ運動

チャレンジ・セイフティ　青信号

　企業内ネットワーク（イントラネット）によるポータルサイト「安全ポータル」を
開設しており、事故防止に関するツールなどを提供しています。これにより、CS 
運動や勉強会等、さまざまな場面で社員自身が必要な資料を検索できます。安
全に関する情報等を順次追加し、社員がいつでも学習できる環境を整備してい
ます。

安全ポータルサイト

安全ポータル

　1989年4月より、全社員に情報を伝える安全総合情報誌として「チャレンジ・セイフティ 青信
号」を毎月発行し、全社員に配布しています。職場におけるチャレンジ・セイフティ運動の具体的
な取組み事例の紹介や、過去の事故事例などを掲載し、各職場のチャレンジ・セイフティ運動に
役立つ情報を提供しています。

青信号（2017年7月号）

各職場において、
安全に関する議論を展開

気づき・共有化

　私は2017年4月まで、青森駅で信号操車担当として寝台列車の連結・解放作業
をはじめとした入換作業などを行ってきました。
　青森駅も他の職場同様ベテラン社員の大量退職や実作業の減少という課題を
抱えており、CS運動では、職場全体で作業の映像化等の技術継承のための資料作
成に取り組みました。しかし、映像や資料には限界があるのも事実です。希少な実
作業から貪欲に学ぶとともに、自分達の弱点を克服するため、訓練設備を最大限
有効活用しながら、訓練を自ら計画、実施していかなければなりません。これからも、私達が鉄道の安全を支えてい
くという強い意志を持ち、受け身の技術継承から自ら考え行動する攻めの技術継承へと意識をシフトし、実践して
いきます。

盛岡支社　運輸部営業企画課　課員　小川 剛史

技術継承～受け身から攻めへ～

安全文化を根付かせる
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　社員一人ひとりの安全に対する意識の向上を図り、「チャレンジ・セイフティ運動」をはじめとする安全性向上のためのさ
まざまな活動を活性化することを目的として、「鉄道安全シンポジウム」を開催しています。シンポジウムは社員やグルー
プ会社等を含め約700人が参加するほか、社外の有識者をお招きしたパネルディスカッションおよび他企業の具体的事
例の紹介などを交えた構成としています。参加者は、シンポジウムの内容を各職場に持ち帰り、問題意識の共有を図って
います。

　本社幹部が現場を訪問し、現場第一線社員と車座になって意見交換する場
を積極的に作っています。
　現場第一線での安全に関する課題解決に向けた取組みを相互に確認し、さ
らなる安全性向上に向けた具体的な施策につなげています。

　当社グループ会社・パートナー会社等、それぞれが安全に関し
て共通の価値観を持ち、お客さまから信頼される鉄道サービスを
提供することが求められています。
　この実現をめざし、2004年度に列車運行に直接影響を及ぼす
作業や工事をしているグループ会社・パートナー会社等の25社
を対象とした安全推進体制として「JES-Net(JR東日本安全ネット
ワーク)を構築しました。2017年3月末現在では37社体制となっ
ています。
　各社の社長と当社経営幹部が一堂に会する「JES-Net社長会」
や、各支社およびJES-Net各社の安全管理者等が一堂に会して
安全について議論する「安全コラボ合宿」、実際の作業に立ち会い
意見交換を行う「セイフティレビュー」などを通じて、安全レベル向
上に向けた課題の共有と改善に向けた取組みを、JR東日本のグ
ループ全体で推進しています。
　また、JES-Net各社との積極的な人材交流により、グループ全体
の安全レベル向上・価値観の共有化にも取り組んでいます。

鉄道安全シンポジウム

車座による意見交換

ＪＥＳ-Ｎｅｔ（ＪＲ東日本安全ネットワーク）

2016年度 第25回鉄道安全シンポジウム 冨田社長によるオープニングスピーチ

車座による意見交換

JES-Net社長会

JES-Netの活動イメージ

グループが一体となった安全性向上
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　当社は「ＪＲ東日本研究開発センター」を研究開発の拠点とし、安全のためのさまざまな研究開発を進めています。
　ＪＲ東日本研究開発センター内には、役割・使命に応じて「フロンティアサービス研究所」「先端鉄道システム開発セン
ター」「安全研究所」「防災研究所」「テクニカルセンター」「環境技術研究所」の研究組織を配置し、これら６つの研究組織が
有機的に連携を図りながら、「究極の安全」をめざした研究開発を進めています。
　具体的には、脱線事故などの重大な事故に関する研究開発や、保守作業のシステム化に関する研究開発、ヒューマン
ファクターの知見を活かした社員間で安全の知識や取組みの情報共有を促進させる研究や、風、地震、豪雨などの自然災
害に対する安全性評価の研究等、安全性向上のための多様な研究開発を行っています。

　営業線内における保守作業に従事する地上作業員の安全性向上を
目的に、「ＧＰＳを活用した列車接近警報装置（列警）」を開発し、８線区に
整備が完了しました。
　今後も導入工事を進め、多線区（５線区以上）が並行する区間におい
ての実用化をめざして研究開発を進めています。

　自分の特徴（強み）をよく知り、それをさらに「伸ばす」あるいは仕事に
「活かす」ためのツールとして、「安全力診断ツール～あなたの安全上
の強みを知ろう～」を開発しました。

　地震時の列車安全を高めるために、（国研）防災科学研究所が整備
を進めている海底地震計情報の活用に向けた検討を進めています。

保守作業のシステム化に関する研究開発

ヒューマンファクターに関する研究開発

海底地震計の活用による早期地震検知

安全力診断ツールの開発

海底地震計活用のイメージ

GPSを活用した列警（イメージ構成図）

安全に関する研究開発




